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第２期障害福祉計画について（基本指針案の概要）第２期障害福祉計画について（基本指針案の概要）

○福祉施設から一般就労への移行

○福祉施設入所者の地域生活への移行

平成23年度
第１期計画作成時点における福祉施設入所者の１割以上

平成23年度

福祉施設利用者のうち一般就労への移行者数 第１期計画作成時点の実績比４倍以上

資料１

※数値目標の例

＜基本的な考え方＞
○ 第１期計画は、平成23年度の数値目標に至る中間段階としての位置付け。

（第１期：平成18年度～20年度 第２期：平成21年度～23年度）
○ また、第１期計画が実際に策定された時期は、多くの自治体において平成１８年度末であった。
○ このため、第１期計画の策定に際して基本指針において示した平成23年度の数値目標の考え方
は、基本的には第２期計画の策定に当たっても変更しない。

○ 数値目標以外の事項については、障害者の地域生活への移行に必要なサービス基盤整備が進ん
でいない地域において着実に整備が行われるよう、障害福祉圏域単位を標準として具体的な基盤
整備を促進する規定を盛り込むこととする。

○ 加えて、
・障害者の地域生活への移行の一層の促進
・一般就労への移行支援の強化
・相談支援体制の充実・強化

等に資するため、所要の規定を盛り込むこととする。
○ なお、障害者自立支援法の見直しに伴い、第２期計画の内容についても必要な見直しを行う
こととする。

※「数値目標」とは、各自治体が障害福祉計画を策定する設定すべきものとして厚生労働大臣が定めたもの
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＜改正事項（案）＞

第２期計画の策定に際して、今回改正する主な内容は以下のとおり。第２期計画の策定に際して、今回改正する主な内容は以下のとおり。

○障害者の地域移行等に対する取組みが立ち後れている地域においては、市町村単位で基盤整備を行うより
も障害福祉圏域等の単位で都道府県と市町村が協働して基盤整備を進めていくことが必要と考えられるため、
そのような地域において具体的な基盤整備が促進されるよう
①障害保健福祉圏域等の単位で平成２３年度において必要となるサービスの見通しを明らかにするとともに
②当該サービスに必要となる事業所にかかる整備計画を策定する。

等の規定を盛り込む。

○障害保健福祉圏域単位を標準としたサービス基盤整備の促進等に関する規定の追加○障害保健福祉圏域単位を標準としたサービス基盤整備の促進等に関する規定の追加

○障害者の地域生活への移行の一層の促進に関する規定の追加○障害者の地域生活への移行の一層の促進に関する規定の追加

○「精神障害者地域移行支援特別対策事業」での取組みを障害福祉計画上位置づけること等により、精神障害

者の地域生活への移行を促進する。
○施設入所者数の７％以上削減の目標を踏まえ、新規入所者に対する考え方を明確化する。

○障害者の一般就労への移行を一層促進するため、障害者等に対し、障害者の一般就労や雇用支援策に関す
る
理解の促進を図ることとするとともに、一般就労への円滑な移行のため、工賃倍増５か年計画等を障害福祉

計画
に位置付けることにより、障害者の一般就労への移行に関する取組みを強化する。○相談支援体制の充実・強化○相談支援体制の充実・強化

○相談支援体制の充実・強化を図るため、地域自立支援協議会の具体的な機能や在り方について、 障害福祉
計

画において明確化する。

○一般就労への移行支援の強化○一般就労への移行支援の強化
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圏域毎のサービス供給体制の見通し（圏域ビジョン）のイメージ圏域毎のサービス供給体制の見通し（圏域ビジョン）のイメージ

○ 障害保健福祉圏域単位を標準として、入所（入院）・通所・居宅などのサービス基盤全体の整備の方向が見通

せるものを設定。

都都 道道 府府 県県

Ａ市、Ｂ市、Ｃ市 Ｄ市、Ｅ町、Ｆ市 Ｇ町、Ｈ市、Ｉ村

Ｘ圏域 Ｙ圏域 Ｚ圏域

Ｘ圏域ビジョン
（別紙）

Ｙ圏域ビジョン
Ｚ圏域ビジョン
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圏域毎のサービス供給体制の見通し（圏域ビジョン）のイメージ（人口３０万人の場合）

○入所:４０５人

知的：２５９人

重心： ２６人

その他：１２０人

【地域へ】
４４人

（１０．９％）

○精神科病院

○ＧＨ等：８６人

１３か所

１８５人

２８か所

（２．２倍）

【地域へ】
○○人

○公営住宅

５，０４２戸

小 学 校： ５２校

中 学 校： ２５校

特別支援学校等在校生：２４９人

中学部卒業者 ＜平成２３年度

＞

１８人 → ２０人

高等部卒業者 ＜平成２３年度

＞

３３人 → ３９

人

日中活動

３４３人分

１６か所
（１．３倍）

○全雇用者

１０２，８６１人

うち障害者

１，１４１人

うち福祉施設から

５人

平成１８年度 平成２３年度

○日中活動：２６５人

１２か所

全雇用者 ○人

うち障害者○人

うち福祉施設から

２１人
（４．２倍）

平成２３年度平成１８年度

学 校

○居宅介護
○○時間
（○○人）

○居宅介護
○○時間
（○○人）

別紙
障害福祉サービス給付 ２０．６億円

自 立 支 援 医 療 給 付 ６．０億円

精神及び行動の障害に係る医療費

４３．４億円

居住系

介護保険給付：１５３億円

国民医療費 ：７６２億円

訪問系・日中活動系

総 人 口：３０．０万人
高齢者(６５歳以上)： ６．４万人
身 体 障 害 者： １．１万人
知 的 障 害 者： ０．２万人
精 神 障 害 者： ０．７万人

○事業所にかかる具体的な整備
計画

21年 22年 23年

生活介
護

○か
所

○か
所

○か
所

△△△ ○か
所

○か
所

○か
所

※数字は社会福祉施設等調査等各種調査から算出したもの。
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精神科病院・
関連施設内 地域生活

精神障害者の地域生活
に必要な事業（例示）

精神科病院

福祉施設

福祉ホームＢ型
地域移行型ホーム

等

住まいの場
・グループホーム・ケアホーム

等

日中活動の場
・自立訓練（生活訓練）
・就労移行支援・就労継続支援

・地域活動支援センター等

・相談支援事業
・居住サポート事業
・ピアサポート 等

・訪問看護

・精神科病院等における利用対象者に対する退
院への啓発活動

地域移行推進員
（自立支援員）

・退院に向けた個別の支援計画の作成

・院外活動に係る同行支援 等

※ 必要に応じピアサポートなどを活用

連携

退院促進・地域定着に必要な体制整備の総合調整
・病院・施設への働きかけ
・必要な事業・資源の点検・開発に関する助言、指導
・複数圏域にまたがる課題の解決に関する助言 等

地域体制整備コーディネーター

働きかけ 働きかけ

連携

受入条件が整えば退院可能な精神障害者の退院支援や地域生活支援を行う地域移行推進員（自立支援員）を配置するとともに、地域生
活に必要な体制整備を促進する地域体制整備コーディネーターを配置することにより、精神障害者の地域生活への移行を着実に推進する。

事業の概要

精神障害者地域移行支援特別対策事業（新規）（17億円）

（主
と
し
て
市
町
村
が
整
備
す
る
こ
と
を
想
定
）

その他活用可能な社会資源

病院・施設から退院・

地域移行する個人への支援

5


